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－The Analysis of A Survey about Realities, Expectations and Preparatory Situations－

Toru TSUBAKI＊・Tetsuya ITSUURA†

要旨

高校の「総合的な学習の時間」は，2022 年度から「総合的な探究の時間」になる。教育現

場はこの探究活動をどう受け止めて，どう計画しようとしているのか。本論文は，高大連携

による「総合的な探究の時間」のプログラムの開発を試みる研究の基礎を支えるものであり，

高校における「総合的な学習の時間」の現状と，新しい学習指導要領下での「総合的な探究

の時間」への準備状況などを明らかにすることを目的とする調査研究である。

Abstract
"Periods for integrated study" in high school will be " periods for integrated learning by exploration 

activities " from 2022. How do high school teachers catch up and plan these exploration activities? 
This paper supports the foundation of this study that attempts to develop co-operated education programs 

among high school and university on “ periods for integrated learning by exploration activities ” and is a 
research study aimed at clarifying the present state of “ periods for integrated study ” and the preparation 
situation to " periods for integrated learning by exploration activities " in high school.
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Ⅰ 研究の目的と計画

本研究は椿，五浦の共同研究（平成 年

度北海道情報大学）であり，研究成果につい

て（Ⅰ）～（Ⅴ）の論文に分けて本紀要に投

稿する。（Ⅰ）（Ⅳ）（Ⅴ）を椿が，（Ⅱ）（Ⅲ）

を五浦が執筆を担当する。

１．はじめに

周知のように， （平成 ）年 月に

新しい幼稚園教育要領，小学校学習指導要

領および中学校学習指導要領，月に特別支

援学校幼稚園教育要領と学習指導要領（小

学部・中学部），そして （平成 ）年

月に高等学校学習指導要領が告示された。

高等学校（以下「高校」という。）におけ

る教科・科目構成の見直しに着目すると，国

語科における科目の再編（「現代の国語」「言

語文化」「論理国語」「文学国語」「国語表現」

「古典探究」），地理歴史科における「歴史総

合」「地理総合」の新設，公民科における「公

共」の新設，共通教科「理数」の新設などが

改訂のポイントとされている（文部科学省

ホームページ ））。

各高校は必履修科目の配置や大学入学者

選抜改革の動向もにらみながら，これから

新しい学習指導要領の実施（ 年度）に

向けて教育課程の編成の対応に追われるこ

とになるだろう。その中において，これまで

の「総合的な学習の時間」から名称変更がな

された「総合的な探究の時間」のマネジメン

トに関わる意思決定については，現任校の

これからの 年間の教育実践に責任を持

つというスタンスに立つのであれば，テク

                                                 
1）http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/new-cs/__icsFiles/afieldfile/2018/04/18/1384662_3.pdf（参照

平成 30 年 8 月 30 日）。 

ニカルなレベルで捉えることはできまい。

高校の現場からも「現行の総合学習を検証

し，今こそ『総合的な探究の時間』にふさわ

しいものとするための研究・検討がきわめ

て重要である」（山田 ， ）との声が

上がっている。

総合的な学習の時間は （平成 ）年

の教育課程審議会の答申を受けて，小学校

と中学校は （平成 ）年度，高校は

（平成 ）年度の学習指導要領の実施から

導入された教育課程の制度である。

高校における総合的な学習の時間はその

導入から，いくつかの変遷期を経て，まさに

新たなステージを迎えようとしている。詳

細は本文において論ずる（ ）。

（平成 ）年 月 日に出された

中央教育審議会（以下「中教審」という。）

の答申「幼稚園，小学校，中学校，高等学校

及び特別支援学校の学習指導要領等の改善

及び必要な方策等について」では，「総合的

な学習の時間において学習指導要領に定め

られた目標を踏まえ各学校が教科横断的に

目標を定めることは，各学校におけるカリ

キュラム・マネジメントの鍵になる」（ ）

とあり，先進校からは，授業改善が「総合的

な学習の時間」から始まり，それを軸として

カリキュラム・マネジメントが回り，教科横

断の軸になるなど，総合的な学習の時間に

積極的にチャレンジすることが新しい授業

のイノベーションとシンクロしている，と

いう報告もある。

京都市立堀川高等学校が （平成 ）

年度実施の学習指導要領の改訂に伴い，普

通科の総合的な学習の時間において，同校
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に併置の専門学科（探究科）において実践し

てきた「探究基礎」の内容と普通教科情報を

組み入れて「総合探究」として開設した（荒

瀬 ， ）のは現在でも注目に

値する教育課程編成上の好例の一つと言え

る。

年度からの高校における総合的な探

究の時間の教育実践は，まさに各学校の教

育課程編成の特色となりうるし，それがゆ

えに各学校における教育課程編成上の大き

な課題でもある。

本研究では，高校における総合的な学習

の時間の現状を踏まえ，新しい学習指導要

領下での総合的な探究の時間への準備状況

や学校現場が抱える課題を明らかにするこ

と，そして今までの教育学の調査研究の対

象から抜け落ちていたと思われる通信制高

校の総合的な学習の時間のマネジメントに

焦点を当てて教育実践の実態や課題を把握

すること，さらには以上の研究を通して得

られた知見をもとに高大連携による総合的

な探究の時間のプログラムの開発を試みる

ものである。

２ 研究の目的

本研究の目的と期待される効果は，次の

とおりである。

2‐1 目的（課題設定）

（１）全日制の高校における総合的な学習

の時間の取組状況と，新しい学習指導要

領下での総合的な探究の時間への準備

状況や課題を明らかする。

（２）通信制の高校における総合的な学習

の時間の取組状況を全日制の高等学校

の取組と比較して，その実態を明らかに

する。

（３）高校と大学が総合的な探究の時間に

おける連携の可能性を探り，その具体的

なプログラムを開発する。

2‐2 期待される効果

（１）すべての高校に，新しい学習指導要領

下での「総合的な探究の時間」をどのよ

うに計画し実践していくかの参考資料

を提供することができる。

（２）現行の「総合的な学習の時間」からの

刷新が求められる「総合的な探究の時間」

に対して，学校現場での準備状況と課題

を明らかにすることにより，教育行政に

求められる条件整備の内容を明らかに

して，その参考資料を提供することがで

きる。

（３）高大連携のプログラムの一つとして

「総合的な探究の時間」があることを具

体的に示し，これからの研究開発に向け

ての先鞭をつける研究になる。

Ⅱ 論文（Ⅰ）

この論文（Ⅰ）は，研究の目的の一つ目で

掲げた「全日制の高校における総合的な学

習の時間の取組状況と，新しい学習指導要

領下での総合的な探究の時間への準備状況

や課題を明らかする」ことに対してのアプ

ローチである。

１．研究の方法

1‐1 調査の対象

調査は， （平成 ）年 月～ 月に
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行った。北海道内の全日制普通科を有する

すべての公立高等学校 校を対象とし，

調査用紙を郵送し回収した。回答は「必ずし

も学校としての公式見解である必要はなく，

回答者の個人的な見解でもよい」として「ぜ

ひとも学校現場のリアルな状況やご意見を

聞かせていただくよう」にと依頼するとと

もに，対象校における「総合的な学習の時間

の計画・内容や実践の記録・研究，実施に至

るまでの意思決定過程などの資料」を返信

用封筒に同封いただくことも依頼した。

1‐2 調査の内容

調査用紙は表 にある質問項目で構成し

た。大きな設問は つ，最後に学校と回答

者のプロフィール等を記入する質問項目を

用意した。その内容は以下のとおりである。

設問 「総合的な学習の時間」の実施状況

について（実施状況，意思決定の経緯

や内容の変化・改善のタイミング，実

施のスタンス）

設問 「総合的な探究の時間」の実施につ

いて（実施上における自校の生徒に必

要な力や身に付けさせたい力，そのた

めに有効と考える方法・評価方法）

設問 高大連携について（高大連携の現状，

大学と「総合的な探究の時間」におい

て連携するときに魅力的と思えるプ

ログラムとそのスタンス）

設問 「総合的な探究の時間」の実践の構

想について

プロフィール 学校と回答者のプロフィー

ルについて（学校規模，「総合的な学

習の時間」の実態と感想，回答者のプ

ロフィール）

1‐3 分析の対象項目

論文（Ⅰ）では設問 を除くすべての調

査項目を分析の対象とする。なお設問 は

五浦が担当し，質問項目の作成のために行

った学校訪問調査に関することを論文（Ⅱ）

において，その質問項目に対する回答の集

計結果と分析を論文（Ⅲ）で行う。

表 調査用紙の質問項目（一覧）

18 椿　　　達・五浦　哲也

－４－



「総合的な学習（探究）の時間」における高大連携プログラムの開発（Ⅰ）

－実態及び期待と準備に関する調査分析－

- 5 - 
 

２．結果と分析

2‐1 回答校と回答者・運営主体の概要

2-1-1 回答校の概要

調査は北海道の普通科を有するすべての

全日制の公立高等学校 校を対象として

調査用紙と探究活動の方法やシンキングツ

ールなどの用語を説明する資料を添えて送

付し，そのうち 校（回答率 ％）から

回答を得た。回答校の概要は表 のとおり

である。

表 回答校の概要

専門学科（理数科，商業科など）との学科

併置校は 校（ ％）あって，その学校規

模の分類による内訳は，小規模校（ 学級以

下）に 校（ 校のうち），中規模校（ ～

学級）に 校（ 校のうち），大規模校

（ 学級以上）に 校（ 校のうち）であ

った。専門学科ではその専門科目「課題研

究」によって「総合的な学習の時間」を代替

できることから，その科目実践の積み重ね

が，同校普通科の「総合的な学習の時間」の

実施に影響を及ぼしている場合も考えられ

るため，分析上の留意点となる。

さらに「卒業生の主な進路」において，「選

抜性の高い大学等へ進学を希望する生徒が

多い」を選択した 校のうち，大規模校が

校，中規模校が 校であった。また学科併

置校が 校であったが，そのうちの 校は

理数科との併置であり，その 校はどちら

とも文部科学省の （スーパーサイエンス

ハイスクール）研究指定校であった。

生徒や保護者の高校卒業後の進学や就職

のニーズは，教育課程編成の上での重要項

目であり，「卒業生の主な進路」によって「総

合的な学習の時間」の実施方法や運営に差

異があるのかどうかも分析の一つの視点と

なる。

2-1-2 回答者の概要

高校（校長）宛ての郵送物や電子メール

は，事務担当者が開封・プリントアウトし

て，それを管理職が回覧するなかで，副校長

や教頭が適宜，分掌長や担当に配付し，仕事

を割り振るのが一般的な業務の流れであろ

う。したがって本調査も校長宛てに送付し

たものが，表 にあるように実際に回答し

ていただいたのは副校長・教頭（ ％），教

務部長（ ％），進路指導部長（ ％）であり，

教諭や教員などと記されていたものをその

他（ ％）に分類した。ガイダンス部長 名

という分掌長にも回答していただいた。

回答者の他のプロフィール（性別・年齢・

勤務年数・経験年数・勤務校数）も表 に

集計したが，特筆すべき特徴はない。ただし

回答者の ％が教務部長（ 人）であった

ことから，教務部長の年齢と勤務年数（現任

19
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表 回答者のプロフィール 校）をクロス集計してみた（表 ）。現任校

の勤務年数では ～ 年にピークがあり 年

以上の合計は 人（ ％），年齢は 歳以

上の合計が 人（ ％）であった。その中

において， 歳代 歳代の教務部長が

名（ ％），現任校の勤務年数が 年以下の

教務部長が 名（ ％）であることから，

教職経験や勤務校における経験値が少ない

中で，負担の大きい業務を担っている（担わ

ざるを得ない）場合も少なくないようであ

る。

表 教務部長のプロフィール（クロス集計）

2-1-3 運営の主体

各学校において，誰が「総合的な学習の時

間」の牽引の役割を担っているか，すなわち

計画主体と実施主体を問う項目の集計結果

である。

まず「総合的な学習の時間」の計画主体で

は，表 にまとめたように「教務部」の

単独である高校は 校（ ％）でトップで

あった。そのあとに「校内委員会組織」の単

独が 校（ ％）， つの組織が関わって計

画立案を担う高校が 校（ ％）， つの組

織が関わる高校も 校（ ％）あった。

また，「ガイダンス部」（ 校）や「総合教

育推進室」（ 校）のような新たな分掌や組

織を立ち上げて計画している高校もあった。

20 椿　　　達・五浦　哲也
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次に「総合的な学習の時間」の実施主体の

集計であるが，「学年」単独が 校（ ％）

でトップであった。表 にあるように複

数の組織による実施と回答した高校には

「学年」も含まれており，それを含めるとほ

ぼ 割の高校は学年がその中核を担って実

施している状況であった。

また， つの組織の協働による実施は

校（ ％）， つの組織が関わって実施して

いる高校も 校あった。

表 — 「総合的な学習の時間」の計画主体

※ 推進部，ガイダンス部，総学部，各内容

の担当者，総合教育推進室

表 — 「総合的な学習の時間」の実施主体

2‐2 「総合的な学習の時間」の実施状況

2-2-1 実施状況

学習指導要領には総合的な学習の時間の

標準単位数は ～ 単位（特に必要がある場

合には 単位にすることも可）の規定があ

る。実態としては，表 にあるように， 割

超の高校（ 校）が各学年 単位 年間で

単位であった。

表 実施状況（実施学年と単位数）

※（ ）内は学年ごとの単位数（ 年－ 年－ 年）

それ以外の単位数と学年配置をとる高校

は 校であった。これらの 校のうち， 単

位以上で実施している 校が記載していた

だいた実施の特徴（その内容は下表のとお

り）からは，意図をもって教育課程上に総合

的な学習の時間を置き，実施していること

が分かった。

◼ 年間 単位（各学年 単位）の高校

「地域の課題やその解決策の探求」

◼ 年間 単位（各学年 単位）の高校

「無学年制による全校一斉展開で，生徒た

ちが主体的に講座の内容を企画し，実施し

ている。横断的で教科との関わりや体験的

21
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活動を深化させながら，調査・研究活動を

中心とした探究活動により生徒の自ら考

える力を高めている。本校の開講講座は

『（町名）ふしぎ発見』『作品制作』『商品開

発』『生産体験』の 講座である」

◼ 年間 単位（ 年 単位， ・ 年 単位）

の高校

「 年生…学び直し，全学年…地域理解」

なお，表 には 年間 単位で実施して

いる高校が 校あるが，文部科学省の

（スーパーサイエンススクール）に指定さ

れていて「 単位分については， 学年の課

題探究（ ）に代替え」との付記があった。

実施内容（ジャンル）の質問項目は，平成

年告示の学習指導要領などで例示された

総合的な学習の時間の分野（国際理解／情

報／環境／福祉・健康／伝統と文化／防災

／まちづくり／キャリア／その他）を選択

肢として設定して，各学年で実施している

ものすべてを選択していただいた。その集

計結果が図 である。

全学年で「キャリア」分野の実施が突出し

ており， ・ 学年では 割の高校がジャン

ルに実施している状況があった。学年では

割になるが，その理由として， ・ 年の

キャリア教育と高校卒業後の就職や進学に

直結したいわゆる「出口指導」を分けて実施

及び時数カウントをしていることが考えら

れる。

また，「キャリア」以外のジャンルの占め

る割合はどの学年も ～ ％にとどまり，

全体的な傾向や特徴を見出すことはできな

かった。

 

図 実施状況（学年別ジャンル）

2-2-2 実施内容の変化の推移

設問 （ ）の質問文を「貴校の総合的な

学習の時間の実施における内容や運営につ

いて，どのような変遷がありましたか。ま

た，その時の意思決定（分掌や校内委員会組

織，職員会議など）の経緯についてもお教え

ください。なお，次のように学習指導要領改

訂により３つの期間に区切りましたが，他

のタイミングで貴校の実践に変化（改善）や

変更があれば，そのような区切りに区分を

ご変更の上，ご記入ください」として，それ

ぞれの期間において通年型か短期型かまた

はそれ以外なのかの選択肢を設けて，その

一つを選択していただくようにした。

その集計結果は表 のとおりである。

（平成 ）年度を含めてそれ以前は学

習指導要領の先行実施になるため，実施が

確認されたのは 校であった。学習指導要

22 椿　　　達・五浦　哲也
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領実施年度によって つの期間を設定した

が，短期型やその他で実施している高校は

割未満であり，ほとんどが通年型の実施で

あった。

表 実施内容と意思決定の変遷

実施形態

学習指導

要領の改訂区分

通

年

型

短

期

型

そ

の

他

実

施

せ

ず

不

明

平成 年度以前

平成 ～ 年度

平成 年度～

ここで指摘しておきたいのは，質問に対

して「不明」とした高校の多さである（表 ）。

どの選択肢も選んでいない高校も「不明」と

してカウントしたのだが，回答欄に十数校

から「過去の資料が残っておらず不明」「探

せば資料がでてくるかもしれないが…」「そ

の当時のことを知っている教職員がいない」

「本校 年目のため分からない」「赴任前で

分からない」などの記載をしていただいた。

これは本調査の集計結果の分析に直接関

わることではないのだが，北海道の多くの

公立高校における教育課程編成作業は校長

の承認を受けながら，教務主任などをリー

ダーとしていわゆるボトムアップで進めて

いると思われることから，あえて紙面を割

いて指摘しておくことにする。

「学校での教育課程を効率的に運営して

いく観点からは，現行のカリキュラムをで

きるだけ安定させ，維持しようとするため

の統制が加えられる」（田中 ， ）

との指摘のように，教育課程の編成をして

いくときには，現行の教育課程をベースに，

その数年前から校内研修や委員会活動など

を通して同僚間に徐々に共有されていく過

程で積み上げられていく（椿 ， ）。

この教育課程編成における連続性を担保す

るために，編成をリードしていく立場にあ

る者にとって過去の教育課程編成時の資料

は重要度のかなり高いものになる。それゆ

え未来の同僚たちのために，教育課程編成

に関わった者（リーダー）は，その意思決定

の経緯などを文書にまとめるなどして，し

っかりと次にバトンを渡していくような役

割も引き受けなければならない。少なくと

も教育課程編成に関わる資料は誰でもがす

ぐに手に取って（またはパソコン上で）確認

できるようにしておくべきである。

もう一つ，この質問項目の回答から得ら

れた知見がある。総合的な学習の時間の内

容や運営を，学習指導要領改訂時のタイミ

ング以外で変化させたかの自由記述を取り

まとめてみたところ，「単位制移行」「フィー

ルド制導入」「コミュニティスクール導入」

「研究指定事業を受けて」などの記載があ

った。「教務主任の交替」というタイミング

を記入した高校もあったが，多くは学校シ

ステムの変更や研究指定校の認定を受ける

など，いわゆる外発的な契機によるもので

あった。すなわち，そのような外発的なタイ

ミングのなかった多くの高校の総合的な学

習の時間は，平成 年度に導入したときの

まま，その内容や方法をほぼ前年度踏襲を

繰り返してきたのではないかと推察する。

この推察（知見）が正しければ，「総合的

な探究の時間」が「総合的な学習の時間」か

ら名称を変えて 年度から実施される

が，各学校において今回の教育課程編成で

決まったことが，しばらく（少なくとも次の
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学習指導要領改訂までの 年間）は現任校

で続けられていく可能性が高いということ

になる。この度の教育課程編成は，実施内容

の刷新を図ることのできる最大の好機にな

るとの認識に立ちたい。

2-2-3 「総合的な学習の時間」の教育効果

学校のプロフィールの質問群の中に「総

合的な学習の時間は，教育効果として有効

な時間になっていますか」という項目を設

けた。その集計結果は図 のとおりであり，

大変有効である（ ％）と有効である（ ％）

を合わせて， 割以上の高校で「総合的な学

習の時間の教育効果はある」と感じている

状況があった。また「有効でない」との回答

は皆無であった。

 

図 「総合的な学習の時間」実施の教育効果

高校における総合的な学習の時間の実施

から，今年度（平成 年度）で 年目に

なる。河合塾が （平成 ）年に高校教

員を対象に実施したアンケート調査におい

て，総合的な学習の時間の手ごたえや課題

についての意見を聞いているが，その回答

から「導入されて随分と時間が経ちました

が，それなりに形になり，定着してきたと思

います」「教科等では得られない経験をする

ことができていると思う」「本気でやらなけ

ればあまり意味がないが，本気でやるには

スタッフや時間が足りない。そのためどう

しても，形式的なことになってしまうのが

現状である」「総合的な学習をやる以前に，

教科・科目の基礎的な力が備わっていない

場合は，あまり意味がないように感じてい

る。まずは，それぞれの科目の力をつけるこ

とが先ではないか」などの意見を紹介して

いる（河合塾 ）。

今回の本調査においても，今までの総合

的な学習の時間の教育実践を通しての意見

や感想を記述していただく質問をいくつか

設定した。そこには「はっきり言って（総合

的な学習の時間は）必要ありません」のよう

な意見も記されるなど実施上の問題や不満

も上げられる一方で，多くの回答者の様々

な記述からは，河合塾（ ）の意見にもあ

ったように，それぞれの高校がそれぞれの

総合的な学習の時間の形を徐々に創り上げ，

現在，それなりに定着してきたような実態

が見えてきたのである。

総合的な学習の時間の実施前の （平

成 ）年 月に実施した全国の教育研究所・

センターの所員（小・中・高校の校種別）を

対象とした「実態期待」に関する意識調査が

ある（ベネッセ教育研究所 ）。その報告

書には「『総合的な学習の時間』の創設の意

義や学校主体の実施形態が高く評価され，

児童生徒にとっても満足感が高いであろう

とする判断が示された」（ ）とあり，高

大変有効

である

14%

有効である

69%

あまり有

効でない

17%

有効でない 0%

24 椿　　　達・五浦　哲也
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校教員が「創設された意義は大きい」と答え

たのは ％（小学校・中学校と同程度に高

い），「生徒にとって興味の持てる学習活動

である」と答えたのは，他の校種に比べても

っとも低いとされているものの ％であっ

たと報告されている（ ）。

前頁で述べたように，今回の本調査にお

いても 割以上の高校で「総合的な学習の

時間が教育効果はある」（図 ）と答えたこ

とから，制度導入前の調査における総合的

な学習の時間の実施期待度の高さは今なお

維持されている。

2‐3 「総合的な探究の時間」への準備性

2-3-1 総合的な探究の時間の実施スタンス

設問 の最後に，総合的な探究の時間の

実施に向けた学校のスタンスとして一番近

い考え方を，設定した つのタイプから選

び，その他のスタンスであればその内容を

記していただく項目を設定した。その集計

結果は表 のとおりである。

実施に向けての積極性を示しているのは

と のタイプ，現状維持や消極的な考え

に立つのが ・ ・ のタイプに分けて考え

ることができる。ただし タイプには，現

在までは総合的な学習の時間に対して積極

的に取り組んでいて，これからの改善を含

めて変更は未定と考えている高校も含まれ

ている。

この分類に従うと，現時点で「総合的な探

究の時間」を現行の取組をさらに改善して

積極的に実施していく考え方を示している

高校は 校で 割を占め，保留を含めて消

極的な立ち位置にいるのが約 割という状

況といえる。

ちなみに タイプ（その他）と答えた高

校が 校あるが，そのスタンスは「 ・ 年

次に関しては，まったくもって新しいスタ

イルでの実施となる部分がある」との記入

があった。その理由として「思考力を育成さ

せながら，向かうべき目標は『自律的活動

力』『人間関係形成力』『社会参画力』につな

げていくことであるため，教室内での閉じ

られた学びではなく，“地域”，もっといえば

“ひと”を感じられる学びにつなげていけ

ればと考えています」とあり，この高校では

・ 年においては地域と結び付けるような

探究活動を組み込み，年では現在実施して

いる「キャリア教育」のジャンルを維持させ

ようとしていると読み取った。

タイプの１校を加えると，「総合的な探

究の時間」を現行の取組をさらに改善して

積極的に実施していく考え方を示している

高校は合計で 校となる。

表 「総合的な探究の時間」の実施スタンス

2-3-2 総合的な探究の時間の準備状況

学校のプロフィールの質問群の中に「現

在，総合的な探究の時間の実施に向けての
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準備はどのような状況でしょうか」という

質問を設けた。前述の タイプの高校を含

めて，「既に準備が始まっている」と答え

たのは 校で 割程度であった。その

校に着目してみると，前述の「総合的な探

究の時間の実施スタンス」で分類してみる

と 校が タイプ， 校が タイプ， 校

が タイプ， 校が タイプであり，「既

に準備が始まっている」と回答したほとん

どの高校では，総合的な探究の時間を積極

的に実施していくスタンスをもって準備に

あたっている状況にあった（図 参照）。

図 「総合的な探究の時間」実施に向けての準備

また「今年度中に準備を始める」と回答し

た高校は 校あったことから，新学習指導

要領が告示された今年度，「既に準備が始ま

っている」高校を含めて半数以上の高校に

おいて新しい教育課程編成に向けての組織

的な動きが活発化してきた状況であるとい

える。

2-3-3 「探究」や「連携」への期待度

設問 の最後に，総合的な探究の時間の

根幹に関わる考え方と大学等との連携の意

欲性を問う質問を設定し，それぞれの考え

方や意識の極となる立場を設定して，その

どちらに近いかという問い方をした。

総合的な探究の時間の根幹に関わる考え

方とは，新しい学習指導要領の改訂が「探究

モードの変革」でありその中核としての「総

合的な探究の時間」を期待するかを問うこ

とであり，それに対する極として，高校現場

の実態から習得型の授業で精一杯であり，

探究型の授業への転換は難しいとする考え

を置いた。

この問いに対する回答の集計結果が図

－ である。おおよそ ： で「探究モード」

の改訂に賛意を持ち「総合的な探究的な学

習」の中核的な推進に期待する回答者が多

数派となった。

次に，大学等との連携の意欲性を問う質

問であるが，積極的に連携して「総合的な探

究の時間」を積極的に実施していくべきと

すると考えているかどうかを問う質問であ

る。図 － のように，「積極的に連携すべ

きである」派が 人（ ％），「連携して実

施してくことが難しい」派が 人（ ％）

となった。

どちらの質問に対しても，調査前の筆者

の予想とは反対の結果であった。紙面に限

りがあり，ここで詳しく論じることはでき

ないが，この結果を説明するなら「アクティ

ブ・ラーニング」や「チーム学校」などをキ

ーワードとして推進してきた教育行政の教

育改革の舵取りが高校現場へ及ぼしている

既に準備

が始まっ

ている

18%

今年度中

に準備を

始める

35%

次年度以降に準備を

始める予定である

20%

未定である

26%

その他

1%
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インパクトをまず第一に考察するところで

ある。

図 － 「探究モード」への期待度

図 － 大学や地域等との連携への期待度

2‐4 高大連携と「総合的な探究の時間」

2-4-1 高大連携の実施状況と内容

高大連携の状況を問う質問において，約

割の高校（ 校）が「連携している」と回

答している。そのうち全体の ％にあたる

校の高校では「連携はしているが形式的

なものになっている」と回答した。実質的な

連携をしていると答えた高校は 校（全体

の ％）あり，そのうち 校は複数の大学

との連携をしている状況にあった（表 参

照）。

表 高大連携の状況

連携の内容（複数回答）では，「大学教員に

よる出前授業（講演）の実施」が 校（ ％）

と最も多く，「連携関係の締結」が 校

（ ％），「大学と連携した授業（教科・特別

活動）の実施」と「大学と連携した『総合的

な学習の時間』の実施」が同数で 校（ ％）

であり，すでに高校では「総合的な学習の時

間」における高大連携が行われていることが

確認できた（表 参照）。

表 高大連携の実施内容

2-4-2 高大連携と「総合的な探究の時間」

では，これから「総合的な探究の時間」に

おいて連携するときに，高校サイドではど

のようなプログラムが魅力的と考えている

のだろうか。プログラムの魅力性はその実

現可能性と近似するものと考える。

そこで具体的なプログラムのイメージと

27
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して示したのは，探究的な学びや課題解決

的な学習を「年間を通してか短期型か」「高

校で実施するのか大学で実施するのか」で

つの授業形態，総合的な探究の時間の一部

分を大学が負担するという授業形態，高校

と大学の教員が協働でプログラムを開発し

実施する授業形態， ラーニングのプログ

ラムを大学が準備して高校で実施する授業

形態の合計 つのプログラム（イメージ）

である。それぞれに 件法（とても魅力が

ある・やや魅力がある・あまり現実的でな

い・現実的でない）で判断してもらった。そ

の集計結果が図 － である。

また実現可能性を数値で表すために「と

ても魅力がある」に 点～「現実的でない」

に－ 点までの点数を与えて平均値を算出

して得点順に並べたのが図 － である。

この得点上位の つが，「短期集中型の探

究的な学びや課題解決的な学習を大学の教

員が高校の教室を使って実施する」「総合的

な探究の時間の一部分（たとえば探究の方

法を教える）を大学の教員が実施する」の授

業形態であり， 割前後の回答者が「魅力的

である」とした。

まとめると，通年でも短期でも高校生が

大学に通い講義を受けるようなプログラム

は実現可能性が低いと考えられ，高校サイ

ドは大学教員が高校に出向き，短期的に全

体計画の一部分を負担するようなプログラ

ムを望んでいる，というのが現状と言える。

このイメージは，これまで実績が積まれて

きた大学の出前講義であろうか。このイメ

ージから外れたり，高校側の負担が増すよ

うな連携プロジェクトに魅力的ではなく，

実現の可能性は低いことになる。しかし②

を除く つのプログラムは 割以上の回答

図 － 高大連携プログラムの形態への感想

図 － 高大連携プログラムの実現可能性

28 椿　　　達・五浦　哲也
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者が「とても魅力的である」「魅力的である」

と答えている。このことを本研究における

次の分析（論文Ⅳ）につなげたいと思う。

３．考察

3‐1 学習指導要領の改訂等の変遷

総合的な学習の時間は，小学校 年から

高校 年まで配置されている。高校では，

（平成 ）年 月告示の高等学校学習

指導要領において創設され， （平成 ）

年度から学年進行で実施された。当時，教科

書を使わず，教科の垣根を越え，地域や学校

の特色に応じた課題などについて体験的で

問題解決的な学習を行う，学校や教師の裁

量にまかせるこの教育活動の創設に教育学

者らは大きな期待感を示めした（山藤 ，

山口 ，小川 ）。

しかし高校現場では，どう各教科の必履

修をクリアさせるのか，特に新たに創設（し

かも必履修）されたこの時間や普通教科情

報の配置に苦慮した。筆者は当時（平成

～ 年度），公立高校の教務主任であり，教

育課程編成作業を牽引していく立場にあっ

たことから，教務部会や教育課程委員会，職

員会議に提出する素案資料の作成を任され

ていた。当時の資料を紐解いてみると「『総

合的な学習の時間』は分権と選択の教育改

革の流れが生み出した学校裁量の拡大（規

制緩和）策がカリキュラムにインパクトを

与えて生じたものであるということから，

国が内容を規定せず，学校や教師の裁量に

まかせる時間を創設したことに対して一定

の評価は各方面から与えられているところ

でもあり，その施策に魂を入れることがで

きるかどうか，現場の叡智や協働が問われ，

我々の教育の専門職としての力量が試され

ていると言える。私たちは，総合的な学習の

時間をある期待感と共に迎え入れなければ

ならない立場にある」としながらも，「…そ

の理念のあいまいさへの指摘やその教育理

論への批判という影の部分をも視野に入れ

て，理想や理念が先行する『空回り』を回避

するための方策について十分検討し，将来

の安全弁（セーフティネット）も設けなけれ

ばならない」と記述している。この新しい時

間の光と影に配慮する必要があった。すで

に当時，「じつに 割近い教師がバーンアウ

ト状態」（松浦 ）と教師の多忙状

況は指摘されるなど，条件整備の整わない

中において，現場へ「丸投げ」されたものと

総合的な学習の時間に対する多くの同僚た

ちの眼差しは冷ややかであった。

たとえば苅谷剛彦は「ゆとり」と「生きる

力」と「総合的な学習の時間」の三者をつな

ぐ教育の論理が「子ども中心主義」であると

の見地から，総合的な学習の時間が依る思

想的教育観の分析と批判を論じており，米

国カリファオルニア州が 80 年代後半から

実施された「子ども中心主義」の教育がその

後再びもとの教育システムに戻されること

になったという失敗例などを通して，「『古

い学力』と『新しい学力』との二分法が、相

互に関係をもたないまま，そのまま学校に

持ち込まれることが、教育力を弱めていく

のである」と警笛を鳴らしていた（苅谷

2001,pp.108—119）。 
その後，「学力低下論争」が大きく世論の

関心を呼び，経済開発機構（ ）による学

習到達度調査（ ）の結果により，日

本の家庭学習時間が参加国中最低であるこ

と，読解力が平均並であることなどの課題
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が明らかになった。

そして平成 （ ）年 月の学習指導

要領の一部改訂によって学習指導要領の基

準性を明確化するなど，事実上の学力重視

の方向に軌道修正した。総合的な学習の時

間ついては「各教科と総合的な学習の時間

の関連を強める」という目標が加わった。

平成 （ ）年 月告示の高等学校学

習指導要領では「総則」から新たに章立てさ

れ，思考力・判断力・表現等が求められる

「知識基盤社会」の時代においてますます

重要な役割を果たすとして，横断的・総合的

な学習とともに，探究的な学習や協同的な

学習とすることを明らかにするなど，いわ

ゆる格上げの改訂がなされたものの，小・中

学校の総合的な学習の時間は週 回から

回に減じた。このことについて，中教審答申

（平成 年 月 日）では「総合的な学

習の時間で行われることが期待されていた

教科の知識・技能を活用する学習活動を各

教科でも充足すること」との考え方を示す

が，戸田浩史は「『生きる力』の育成が重要

としつつ，その中核的役割を担う総合的学

習を減らすのは，矛盾しているのではない

か」として，「各教科との関連が不明確であ

り，中途半端な感は否めない。総合的学習が

期待外れの結果に終わったのは，その趣旨

が現場に徹底せず，教師の力量，意欲の差が

歴然と表れたものであり，支援措置を講ず

ることなく現場に丸投げした結果との指摘

もある」（戸田 ， ）と述べている。

しかしその後「総合的な学習の時間で日

常生活に潜む課題を題材として，横断的・総

合的な学習や探究的な学習を経験すること

                                                 
）
日本生活科・総合的学習教育学会「総合的学習で育った学力」調査研究プロジェックチームによる研究

の中間報告の概要を，河合塾が紹介している（「Guideline」2014 年 11 月号,pp.6-8）。 

で，身近な出来事への関心が高まっている」

「総合的な学習の時間に熱心に取り組んで

いる高校の生徒は，多様な学習を通じて，自

分自身の成長を感じているようだ」などこ

時間の成果を示す実態調査も報告されるよ

うになる ）。

また，文部科学省の「生きる力」（ 年），

の （

）プロジェクトから出され

た「キーコンペテンシー」（ 年），内閣

府の人間戦略研究会の「人間力」（ 年），

経済産業省の「社会人基礎力」（ 年）な

ど，様々な資質・能力が出されてきた。これ

らに共通なものは，系統的な学習で重視さ

れた知識や技能だけでなく，対人関係や態

度，人格や特性など人間性に及ぶ総合的な

能力に及んでいる点である（森田 篠原 ，

）。 が 年から行っている

調査は，年々，参加国・地域数が増加し，そ

の結果に多くの国が注視するようになり，

グローバルスタンダード的な性格を持つよ

うになってきた。日本においても 年か

ら小学校 年生と中学校 年生を対象とし

て始まった全国学力・学習状況調査にも影

響を与え，その 問題は，基礎・基本の知

識を応用して解答する 型の問題にな

っている。このような「資質・能力」の育成

が，世界的に重視されるようになった。

年の の 調査結果では，「日本は

で評価された全ての教科でトップ

かトップに近い成績を収めているが，問題

解決力の成績においても例外ではない。…

中略…この問題解決力の高さは，教科と総

合的な学習の時間の中で，生徒が横断的な

30 椿　　　達・五浦　哲也
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カリキュラムや生徒主体の活動に参加する

ことに（日本が）注力してきたことが大き

い。」と分析された（森田 篠原 ， ）。

これらの動向を背景にして再度，総合的

な学習の時間は注目されるようになった。

そして （平成 ）年 月の指導資料

「今，求められる力を高める総合的な学習

の時間の展開（高等学校編）」（文部科学省）

において探究の学習を実現するために，「①

課題の設定→②情報の収集→③整理・分析

→④まとめ・表現」の探究の過程を明示する

とともに，螺旋モデルによって探究活動は

発展的に繰り返していくことや，先進的な

複数の指導例や推進のための校内体制の在

り方などを提示した。

中教審（平成 年 月 日）は，初等

中等分科会教育課程部会・生活・総合的な学

習の時間ワーキンググループの取りまとめ

（平成 年 月 日）を受けて，高校に

おける「総合的な学習の時間」の名称の見直

しを提言し，文部科学省は （平成 ）

年 月告示の学習指導要領において「総合

的な学習の時間」を「総合的な探究の時間」

と名称変更した。この高校だけの名称変更

には，主体的・対話的で深い学びを醸成して

いくアクティブ・ラーニングの中核的な教

育実践としての期待感があり，教育改善の

本丸は高校であることを裏付けている ）。

3‐2 考察（おわりに）

今回の調査には，高校における「総合的な

探究の時間」の準備性に問うために，表

                                                 
）
中央教育審議会初等中等分科会教育課程部会・生活・総合的な学習の時間ワーキンググループにおける

審議の取りまとめ（平成 年 月 日）には，「一方で，総合的な学習の時間の本来の趣旨を実現でき

ていない学習活動を行っている学校，進路指導や学校行事として行うことが適切であるような活動を行っ

ている学校があるという指摘もあり，小・中学校における取組の成果の上に，高等学校にふさわしい実践

が十分展開されているとは言えない状況にある」（ ３）とある（文部科学省ホームページ）。

のような つの質問を設けて，本論文の第

章でそれぞれの集計を通して分析をした。

表 総合的な探究の時間の準備性を問う質問

この高校の準備性はさらに分析をしなけ

ればならないが，次回（論文Ⅳ）の課題にす

るとして， 頁で述べたように「次のステ

ージ（総合的な探究の時間）へ予想以上にス

ムーズに向かっていくような，そのような

構えの高校が多い」との分析をその結論と

しておく。この結論は，筆者が調査前に予想

していたことと真逆の結果であった。

（平成 ）年度の総合的な学習の時間の創

設時に筆者が感じた高校現場での「冷やや

かな眼差し」とは異なる風が高校現場に今

は吹いているようである。この機運の高ま

りは，前節で整理した文部科学省の教育施

策の方向性と軌を一にしている。

図 は，高校現場の「総合的な学習（探

究）の時間」に対する受け止め方（積極的か

消極的か，期待するか負担と感じるかなど）

を単純化して 段階の「受け取め度」（ が

高い）で表してみたものである。あくまでも

筆者の経験を通しての完全な主観であると
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いう前提であるが，各高校においてこのイ

メージ図にあるように「受け止め度」が高ま

りつつあるのならば，このままその段階を

維持しつつ， 年度からの「総合的な探

究の時間」の実施につなげ，さらには継続し

ていけるかどうかがわれわれに問われてい

ると言えるのではないだろうか。

2015（平成 27）年度は，学校現場（特に

高校）はまさに「アクティブ・ラーニング」

に揺れた年であり，アクティブ・ラーング

（なるもの）の導入が至上命令であるかの

ように受け止められていた。中教審が 2016

（平成 28）年 12 月 21 日の答申において「子

供たちが『どのように学ぶか』に着目して，

学びの質を確かめていくためには，『学び』

の本質として重要となる『主体的・対話的で

深い学び』の実現を目指した『アクティブ・

ラーニング』の視点から，授業改善の取組を

活性化していくことが必要である」という

慎重とも受け止められる言い回しになり，

ようやく日々生徒たちの実態（リアル）と向

き合っている教師にも届くようになった

（椿 2017，pp.11-12）。

さらにようやくこのごろ研究サイドから，

「アクティブ・ラーニングまたは主体的・対

話的で深い学びのあり方やそれを支える前

提を幻想ではないかといったん疑い，立ち

止まって考えてみる…」（小針 2018，p.5）

や「…＜新しい能力＞概念の氾濫を批判的

に退けるだけではなく，それらを手なずけ

飼いならすこと…」（中村 2018，p.23）など，

教育実践者がバランスをとるために参考と

なるアカデミックな言説も出始めてきた。

この「受け止め度」の高さを維持して実施

していくイメージは，これらのようなマク

ロな視点（鳥瞰の目）からの視座ももちなが

ら，それぞれの学校の生徒や地域性などの

実態に合わせた探究活動を「手なずけ飼い

ならす」ことのできるようなプログラムを

考えて実践していくようなことではないだ

ろうか。ただし，今までのようにたとえば特

別活動の実施内容からこの時間の時数をカ

ウントしていくようなテクニカルな解決方

法ではなくて，である。たとえば新設教科で

ある理数科の「理数探究基礎」や「理数探究」

の導入や京都市立堀川高等学校のように，

それと何かのクロスさせてみるような発想

もあろう。2022 年度入学生の教育課程表を

その前年の職員会議で決定するとして，そ

の研究と検討に費やすことができる期間が

2 年以上ある（平成 30 年 8 月 31 日現在）。

本研究もこのイメージに沿って「探究」を

キーワードにした実践に値する高大連携の

プログラムの開発に取り組んでいきたい。

図 高校現場における総合的な学習（探究）の時間の「受け取め度数」の推移（イメージ）

32 椿　　　達・五浦　哲也
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４ まとめ

本論文における主な「結果と分析」（第

章）の概要はつぎのとおりである。紙面の関

係から単純な集計結果は除く。

① 総合的な学習の時間の内容や運営を，

学習指導要領改訂時のタイミング以外

で変化させたかについて，多くは学校シ

ステムの変更（単位制導入など）や研究

指定校の認定を受けるなど，いわゆる外

発的な契機によるものが大半であった。

このことから多くの高校では総合的な

探究の時間の 年度実施の教育課程

編成が，しばらく続けられていく可能性

が高く，今回の教育課程編成が内容の刷

新を図ることのできる最大の好機であ

ると指摘した。

② 「総合的な学習の時間は，教育効果と

して有効な時間になっていますか」とい

う質問に， 割以上の回答者が「教育効

果はある」とした。さらに過去の調査結

果も踏まえて，それぞれの高校がそれぞ

れの総合的な学習の時間の形を徐々に

創り上げて，現在，それなりに定着して

きたような実態が見えてきたとして，次

のステージ（総合的な探究の時間）に予

想以上にスムーズに向かっていくよう

な構えの高校が多いと分析した。

③ 各高校の総合的な探究の時間の実施

に向けた学校のスタンスを明らかにす

るために， つのタイプから選ぶという

質問を設けた。その集計結果から，「積極

的に実施していく」という考え方を示し

ている高校は 校で 割ほどであり，

保留を含めて消極的な立ち位置にいる

のが約 割という状況であると分析した。

④ 高校現場では，総合的な探究の時間の

年実施に向けての準備はどのくら

い進んでいるのか。「既に準備が始まっ

ている」と答えたのは 割程度の 校

であった。「今年度中に準備を始める」と

回答した高校が 校あったことから，

新学習指導要領が告示された今年度，半

数以上の高校において新しい教育課程

編成に向けての組織的な動きが活発化

してきた状況である，と分析した。さら

に「既に準備が始まっている」と答えた

ほとんどの高校が，総合的な探究の時間

を積極的に実施していくスタンスであ

ることが分かった。

⑤ 総合的な探究の時間の根幹に関わる

考え方を問う質問：新しい学習指導要領

の改訂が「探究モードの変革」であって

その中核としての総合的な探究の時間

を期待するのか，それとも高校現場の実

態から習得型の授業で精一杯であり，探

究型の授業への転換は難しいとする考

えに立つのかの質問に対して，おおよそ

： で「探究モード」の改訂に賛意を持

ち総合的な探究的な学習の中核的な推

進に期待する回答者が多数派であった。

⑥ 大学等との連携の意欲性を問う質問：

積極的に連携して「総合的な探究の時間」

を積極的に実施していくべきとすると

考えているかどうかを問う質問に対し

て，「積極的に連携すべきである」とした

のが 人（ ％），「連携して実施してく

ことが難しい」が 人（ ％）であっ

た。⑤の結果と合わせて，この結果を説

明するなら「アクティブ・ラーニング」

や「チーム学校」などをキーワードとし

て推進してきた教育行政の教育改革の

舵取りが高校現場へ及ぼしているイン

33
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パクトについて指摘をした。

⑦ 総合的な探究の時間において大学と

連携するときに，高校はどのようなプロ

グラムが魅力的と考えているのか。 つ

のプログラム（授業形態）をイメージし

た質問に対して，「短期集中型の探究的

な学びや課題解決的な学習を大学の教

員が高校の教室を使って実施する」と

「総合的な探究の時間の一部分（たとえ

ば探究の方法を教える）を大学の教員が

実施する」プログラムに 割前後の回答

者が「魅力的である」とした。この結果

から，高校サイドは大学教員が高校に出

向き，短期的に全体計画の一部分を負担

するようなプログラムを望んでいる，と

分析した。なお つのプログラムに 割

以上が「とても魅力的である」「魅力的で

ある」と答えたことを付記した。
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